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1. はじめに 

その 5
 1)で示された実大 5 層構造実験結果に基づき，そ

の 9 から 13 で各部材および建物全体の損傷性状の分析を

行う。本稿では非耐力壁（腰壁および垂れ壁）付き梁の

損傷性状の分析結果を報告する。 

2. ひび割れ計測概要 

対象部材は，梁(せい 500mm×幅 5300mm)，スリットを

有する垂れ壁 (幅 3810mm×高さ 300mm)，腰壁大 (幅

1875mm×高さ 700mm)，腰壁小(幅 875mm×高さ 700mm)

である。対象部材のひび割れ幅及び長さ，剥離面積を計

測した。計測は負載荷サイクル 2 回目ピーク時及び除荷

時に，0.05mm 刻みのクラックスケールを用いて，ひび割

れ毎に最大幅となる箇所で実施した。本稿では，梁上面

は記載せずその 12 で報告する。 

3. ひび割れ計測結果 

3.1 残留ひび割れ図 

試験体の負側最大耐力時サイクル(R=1/50rad)における除

荷時の残留ひび割れ図を図 1 に示す。図中，青線及び赤

線で正載荷及び負載荷時に発生したひび割れを，黒線は

初期ひび割れ及び載荷装置の設置時に発生したひび割れ

をそれぞれ示す。梁の損傷はスリット付近に集中し，中

央部での損傷は軽微なものであった。また，完全スリッ

トが設けられた非耐力壁は梁の損傷に伴い，ひび割れが

進展しているため，梁の剛性に寄与していることがわか

る。なお，R=1/50rad における垂れ壁中央部での損傷は，

方立壁の腰壁への接触によって発生したものである。 

3.2 最大ひび割れ幅(ピーク時,除荷時) 

各載荷サイクルのピーク時及び除荷時における最大ひ

び割れ幅の推移を図 2 に示す。R=1/200rad において，ス

リット付近での北梁主筋降伏に伴いピーク時及び残留ひ

び割れ幅が急増した。そして，R=1/200rad 以降の加力サ

イクルにおいて，スリット付近の限られた本数のひび割

れ幅が極端に大きな値を示し，R=1/100rad サイクルにお

いて最大残留ひび割れ幅が 5.0mm となった。なお，梁せ

ん断補強筋の降伏は確認されなかった。 

3.3 残留ひび割れ長さ 

図 3 に負載荷除荷時での残留ひび割れ率(総ひび割れ長

さ/部材面積の平方根)と加力サイクルとの関係を示す。図

中，残留ひび割れ幅 Wf で分類(0.2mm 未満，0.2～1.0mm

未満，1.0～2.0mm 未満，2.0～5.0mm 未満，5.0mm 以上)

した内訳を示す。図より，すべての部材において，総ひ

び割れ長さは単調な増加傾向が見られた。特に梁に関し

ては，線形的な増加傾向が見られ，R=1/200rad までは通

常補修が必要な残留ひび割れ幅 0.2mm 以上のひび割れが

全体の 6.5％となった。その後 0.2mm 未満のひび割れ上昇

率が減少し，0.2mm 以上のひび割れに増加傾向が見られ

た。しかし，全体のひび割れの内訳では補修不要な

0.2mm 未満のひび割れ幅が支配的であり，完全スリット

を設けることにより限定された数本のひび割れのみが極

端に大きな値を示していることがわかる。非耐力壁に関

しては完全スリットが設けられているため，0.2mm 以上

のひび割れはほとんど見られず，梁同様ほとんどのひび

割れが修復不要といえる。 

 

 

図 1 残留ひび割れ図(R=1/50rad) 

 

図 2 残留最大ひび割れ幅 
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3.4 コンクリート剥離面積 

計測部材ごとに，負載荷 2 回目除荷時でのコンクリー

ト剥落面積を部材面積で除した値と，加力サイクルとの

関係を図 4 に示す。図より，腰壁でのかぶりコンクリー

トの剥落はほとんど見られず，R=1/50rad では垂れ壁のス

リット付近に多少剥落が確認できた。但し，非耐力壁で

のコアコンクリートの剥落は皆無であった。また，梁で

は最終サイクルにおいても部材表面積のわずか 1.47%のか

ぶりコンクリートが剥離した程度であり，コアコンクリ

ートの剥離に関しては，0.0036%と非常に小さかった。 

4. 変形角に応じた損傷度の推移 

本稿では，被災度区分判定基準 2)に基づき，損傷度判定

を行った。表 1 に構造部材の各限界状態に対応する部材

の状態と損傷度の関係を示す。また，その表に基づいた

各部材の損傷度の推移と，その時の全体変形角及び部材

変形角の関係を表 2 に示す。本実験のように完全スリッ

トを設けることにより，スリット付近の特定のひび割れ

に損傷が集中し，コアコンクリートの剥落が少ないケー

スでは文献 2)より，ひび割れ幅のみによる損傷度判定と

なった。その結果，完全スリットを設けた位置での数本

のひび割れが影響し，損傷度Ⅳの判定となった。 

5. まとめ 

本稿では，実大 5 層 RC 造非耐力壁付き梁部材の損傷性

状の分析を行った。以下に得られた知見をまとめる。 

・非耐力壁にはひび割れなどの損傷が確認されたことから，

完全スリットを設けても，非耐力壁が梁の構造性能に寄

与していることが確認できた。しかし，総ひび割れ長さ

の計算では補修不要なひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割

れが大半であったことから，完全スリットによる非耐力

壁への損傷低減効果を確認できた。 

・梁に発生したひび割れのうち，ほとんどのひび割れ幅は

0.2mm 未満であり，梁コアコンクリートの剥落はほとん

ど確認されなかった。一方で，完全スリットを設けた箇

所では，梁主筋降伏後 (R=1/200rad)に残留ひび割れ幅

5.0mm の大きなひび割れが発生した。特に代表変形角 

R=1/100rad 以降では，こうした数本のひび割れが梁の損

傷度に大きく影響し，損傷度の判定がⅣとなった。また， 

  損傷が一箇所に集中することにより，離れた位置から目

視においても損傷が確認され，当該ひび割れに対する修

復性を検討する必要がある。(図-5) 
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図 3 部材別残留ひび割れ率の推移 

 

 

 

 

 

 

   

図 4 コンクリート剥落面積の推移 

表 1 部材の損傷限界状態と損傷度との関係 

 

 

 

 

 

 

表 2 被災区分判定基準による 

損傷の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図 5 2F 梁損傷状態

(R=1/50rad)       
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鉄筋 コンクリート 残留ひび割れ幅 

 継続使用可能 Ⅰ 弾性 ほぼ弾性 0.2mm 程度以下 

使用限界 

容易に修復可能 Ⅱ 
わずかに降伏す
る程度 

健全 
0.2～1.0mm 程度 
（0.2～0.5mm）* 

修復限界Ⅰ 

修復可能 Ⅲ 座屈しない 
コアコンクリー
トは健全 

1～2mm 程度 
(0.5mm～1.0mm)* 

修復限界Ⅱ 
地震応答時応力および他地
震終了時鉛直荷重による応
力を安定して維持 

Ⅳ 破断しない 
コアコンクリー
トの圧壊は生じ
ない 

 
安全限界 

耐力低下 Ⅴ 破断 
コアコンクリー
トの圧壊  

 
［注］*：耐震壁および柱・梁接合部の残留せん断ひび割れ幅の目安 
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